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令 和 7 年 度 事 業 報 告 書 

Ⅰ 学園概要について 

１．学園の基本情報 

① 法人の名称：  学校法人芦屋学園 

② 主たる事務所の住所： 兵庫県芦屋市六麓荘町１３番２２号  

TEL:０７９７－２３－０６６１ FAX:０７９７－２３－１９０１  

ＨＰ：https://www.ashiya-e.jp/ 

 

２.建学の精神 

 「人それぞれに天職に生きる」 

人は自己を分析し自己理解を図り、さらには現代社会を分析しては、自己の向かうべき方向

性を模索する。そしてその方向性において常にチャレンジをし、経験することが求められる。 

自らが決定した職業においても、それが自らに真に適するか、否かを吟味することも必要であ

る。そして自らが納得すれば、さらに進んでは、生き甲斐を得ることもできる。 これらにより人は

それぞれに天職を見つけ、その天職によって生きていくことこそが、真の自己の確立へと導き、

すなわちそれが、人としての理想の生き方であるとも言える。 

 

実践綱領 

【独立と自由】自由の本質をわきまえ、独立の心を養う。 

【創造と奉仕】創造力を培い、すすんで社会に奉仕する。 

【遵法と敬愛】規律を守り、互いに敬愛する心を育てる。 

 

３．役員の概要（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

理事定数 8 名 

役員氏名 就任年月日 常勤・非常勤 主な現職等 

山田 英男 平成 28 年 3 月 29 日 非常勤 芦屋学園理事長 

窪田 幸子 令和 3 年 4 月 1 日 常勤 芦屋大学長 

磯村 要 令和 5 年 4 月 1 日 常勤 芦屋学園中学・高校長 

西光 晴彦 令和 4 年 10 月 1 日 非常勤 芦屋大学教員 

今原 賢治 令和 5 年 10 月 1 日 非常勤 芦屋学園施設課顧問 

奥田 孝雄 令和 2 年 5 月 29 日 非常勤 弁護士 

森本 匡昭 令和 6 年 1 月 1 日 非常勤 税理士 

疋田 直太郎 令和 7 年 7 月 1 日 非常勤 会社取締役社長 

監事定数 2 名 

髙島 章光 令和 2 年 2 月 18 日 非常勤 弁護士 

岩﨑 和文 令和 2 年 5 月 29 日 非常勤 公認会計士・税理士 

 

https://www.ashiya-e.jp/
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４．評議員定数 9 名以上 12 名以内 

評議員氏名 就任年月日 主な現職等 

新谷 隆之 令和元年 5 月 30 日 芦屋大学事務長 

杉島 威一郎 令和 3 年 5 月 28 日 芦屋大学教授 

林 知代 令和 3 年 5 月 28 日 芦屋大学特任教授 

山下 治 令和 2 年 5 月 29 日 法人事務局職員 

猿丸 宏子 令和 3 年 5 月 28 日 翠巒会 会長 

小野 愛子 令和 3 年 5 月 28 日 アシヤカレッジ同窓会名誉会長 

鍋島 ルミ子 令和 3 年 5 月 28 日 芦屋学園に在籍する生徒・学生保護者  

静観 容子 令和 5 年 5 月 29 日 芦屋学園に在籍する生徒・学生保護者  

大儀 豊子 令和 5 年 5 月 29 日 芦屋学園に在籍する生徒・学生保護者  

丸 義典 令和 6 年 6 月 1 日 有限会社セットアッパー 

 

５．会計監査人の概要 

会計監査人の名称  在本公認会計士事務所 

公認会計士の氏名  在本 茂  氏 

会計監査の時間等  合計 350 時間 

会計監査の報酬等  4,800,000 円（税別） 

 

６．理事選任機関の概要 

学校法人芦屋学園の理事選任機関は、全ての理事で構成される「理事会」である。寄附行

為に基づき、理事会が理事を選任する際は、あらかじめ理事長に対して評議員会の招集を求

め、その意見を聴くことが義務付けられている。理事会は評議員会から出された意見を「十分に

参酌」した上で、最終的な選任決議を行わなければならない。選任対象となる理事は、大学長

や高等学校長、学識経験者、法人への功労者など計 8 名である。 

この制度は、理事会が自律的に次期体制を決定する権限を保持しつつ、評議員会による事

前のチェックを必須とすることで、手続きの透明性と公正性を担保するガバナンス体制を維持し

ている。 
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７．沿革 

昭和 11 年 10 月 26 日 財団法人芦屋啓成会設立され、芦屋高等女学校認可される。 

昭和 22 年 4 月 1 日 学制改革により、芦屋女子高等学校、芦屋女子中学校となる。 

昭和 26 年 3 月 14 日 私立学校法執行により、財団法人「芦屋啓成会」を学校法人「芦

屋学園」とする。 

昭和 28 年 3 月 9 日 幼稚園設置認可される。 

昭和 35 年 1 月 20 日 芦屋女子短期大学（家政科）設置認可される。 

昭和 37 年 3 月 26 日 芦屋女子短期大学専攻科増設及び学生定員変更受理される。 

昭和 39 年 1 月 25 日 芦屋大学（教育学部教育学科）設置認可される。 

昭和 40 年 12 月 27 日 芦屋大学教育学部に産業教育学科増設認可される。 

昭和 43 年 2 月 3 日 芦屋女子短期大学に英文科、幼児教育学科増設認可される。 

昭和 43 年 3 月 30 日 芦屋大学大学院（博士課程、修士課程）設置認可される。 

昭和 44 年 4 月 12 日 芦屋女子短期大学の家政科、英文科、幼児教育科を家政学科、

英文学科、幼児教育学科に変更認可される。 

昭和 45 年 3 月 25 日 芦屋学園幼稚園を芦屋大学附属幼稚園に名称変更。 

昭和 47 年 1 月 28 日 芦屋大学教育学部英語英文学教育科増設認可並に教育学科定

員変更届受理される。 

昭和 48 年 1 月 26 日 芦屋大学教育学部児童教育学科増設認可並に学生定員変更

（教育学科 40、産業教育学科 70）受理される。 

昭和 50 年 12 月 3 日 芦屋女子短期大学学生定員変更（家政学科 150、幼児教育学科

100）受理される。 

昭和 50 年 12 月 10 日 芦屋大学学生定員変更（教育学科 50、産業教育学科 100、児童

教育学科 50）受理される。 

昭和 57 年 11 月 26 日 芦屋女子高等学校及び芦屋女子中学校収容定員変更受理され

る。 

昭和 59 年 10 月 15 日 芦屋女子高等学校、普通科収容定員変更及び国際文化科設置

認可される。 

昭和 60 年 3 月 22 日 芦屋大学大学院教育学研究科英語英文学教育専攻（修士課程）

増設認可される。 

昭和 60 年 12 月 7 日 芦屋女子高等学校、芦屋女子中学校を芦屋大学附属高等学

校、芦屋大学附属中学校とする名称変更受理される。 

昭和 61 年 3 月 18 日 芦屋大学大学院教育学研究科技術教育専攻（修士課程）増設認

可される。 

昭和 61 年 10 月 1 日 芦屋大学附属高等学校普通科、国際文化科収容定員変更受理

される。 

昭和 61 年 12 月 23 日 芦屋大学学生定員変更（教育学科 40、産業教育学科 130、児童

教育学科 30）認可される。 

平成 11 年 12 月 22 日

  

芦屋女子短期大学学生定員変更（家政学科 100、英文学科 50、

幼児教育学科 50）認可される。 

平成 14 年 3 月 25 日 芦屋女子短期大学英文学科募集停止 
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平成 16 年 3 月 31 日 芦屋女子短期大学英文学科廃止 

平成 16 年 11 月 30 日 芦屋女子短期大学に文化福祉学科増設認可される。 

平成 18 年 4 月 1 日 芦屋大学教育学部英語英文学教育科を国際コミュニケーション

教育科に変更 

平成 18 年 4 月 1 日 芦屋大学学生定員変更（教育学科 30、産業教育学科 120、国際

コミュニケーション教育科 40、児童教育学科 60） 

平成 18 年 5 月 22 日 芦屋大学に経営教育学部新設認可される。 

平成 19 年 4 月 1 日 芦屋大学教育学部を臨床教育学部に変更 

平成 19 年 4 月 1 日 芦屋大学教育学部産業教育学科を経営教育学部経営教育学科

に変更 

平成 19 年 4 月 1 日 芦屋女子短期大学家政学科を生活創造学科に変更 

平成 20 年 3 月 31 日 芦屋女子短期大学専攻科廃止 

平成 21 年 4 月 1 日 芦屋大学附属高等学校、芦屋大学附属中学校を芦屋学園高等

学校、芦屋学園中学校に校名変更 

平成 22 年 4 月 1 日 芦屋女子短期大学文化福祉学科募集停止 

平成 22 年 4 月 1 日 芦屋女子短期大学学生定員変更（生活創造学科 70） 

平成 23 年 3 月 31 日 芦屋女子短期大学文化福祉学科廃止 

平成 23 年 4 月 1 日 芦屋女子短期大学を芦屋学園短期大学に名称変更 

平成 24 年 4 月 1 日 芦屋学園短期大学生活創造学科募集停止 

平成 25 年 4 月 1 日 芦屋大学臨床教育学部国際コミュニケーション教育科募集停止 

平成 25 年 4 月 1 日 芦屋大学学生定員変更（教育学科 120、児童教育学科 30、経営

教育学科 100） 

平成 25 年 4 月 1 日 芦屋学園短期大学学生定員変更（幼児教育学科 100） 

平成 26 年 3 月 31 日 芦屋学園短期大学生活創造学科廃止 

平成 29 年 3 月 31 日 芦屋大学臨床教育学部国際コミュニケーション教育科廃止 

平成 31 年 4 月 1 日 指定保育士養成施設として認可 

臨床教育学部 児童教育学科に幼児教育コース開設 

令和 2 年 3 月 31 日 芦屋学園短期大学廃止 

令和 2 年 4 月 1 日 芦屋大学大学院教育学研究科英語英文学教育専攻募集停止 

令和 4 年 4 月 1 日 芦屋大学大学院教育学研究科教育学専攻に技術専修免許課程

を設置認可 

令和 5 年 4 月 1 日 芦屋大学大学院教育学研究科技術教育専攻募集停止 

令和 8 年 3 月 31 日 芦屋大学大学院教育学研究科技術教育専攻廃止 
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８．各教育機関別構成     （人数は令和 7 年度 5 月 1 日現在） 

芦 屋 大 学 

所在地：兵庫県芦屋市六麓荘町 13 番 22 号 

（入学者には、編入学者を含む。） 

学生の状況 入学定員 入学者数 定  員 学生数 

臨床教育学部 150 名 70 名 600 名 341 名 

教育学科 100 名 61 名 400 名 270 名 

児童教育学科 50 名 9 名 200 名 71 名 

経営教育学部 100 名 103 名 400 名 352 名 

経営教育学科 100 名 103 名 400 名 352 名 

計 250 名 173 名 1,000 名 693 名 

教職員の状況： 教 授  27 名（特任教授 10 名含む） 

准教授  13 名（特任准教授 4 名含む） 

講 師   6 名（特任講師 1 名含む） 

助 教   0 名 

専任教員計 46 名（特任教員計 15 名含む） 

専任職員計 34 名 

芦屋大学大学院 

所在地：兵庫県芦屋市六麓荘町 13 番 22 号 

学生の状況 入学定員 入学者数 定  員 学生数 

教育学研究科 20 名 7 名 45 名 23 名 

教育学専攻博士後期課程 5 名 4 名 15 名 11 名 

教育学専攻博士前期課程 15 名 3 名 30 名 12 名 

技術教育専攻修士課程 募集停止 募集停止 募集停止 0 名 

 

芦屋学園高等学校 

所在地：兵庫県芦屋市六麓荘町 16 番 18 号 

生徒の状況 学年 収容定員 募集定員 生徒数 

普通科 

１年 260 名 210 名 249 名 

２年 260 名 210 名 218 名 

３年 260 名 210 名 195 名 

小計 780 名 630 名 662 名 

国際文化科 

１年 60 名 30 名 18 名 

２年 60 名 30 名 20 名 

３年 60 名 30 名 17 名 

小計 180 名 90 名 55 名 

計 960 名 720 名 717 名 

教員の状況：専任教員計 52 名 

              専任職員計  4 名 
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芦屋学園中学校 

所在地：兵庫県芦屋市六麓荘町 16 番 18 号 

生徒の状況 学年 収容定員 募集定員 生徒数 

普通科 

１年 120 名 40 名 39 名 

２年 120 名 40 名 42 名 

３年 120 名 40 名 35 名 

計 360 名 120 名 116 名 

教員の状況：専任教員計   9 名 

専任職員計   2 名 

 

芦屋大学附属幼稚園 

所在地：兵庫県芦屋市六麓荘町 16 番 3 号 

園児の状況 学年 収容定員 募集定員 園児数 

クラス 

満 3 歳児 

170 名 

50 名 
１名 

年少組 27 名 

年中組 若干名 46 名 

年長組 若干名 38 名 

計 170 名 112 名 

ナーサリー 
2 歳児 

1 日 13 名 1 日 13 名 
12 名 

1 歳児 5 名 

          計 17 名 

総合計 129 名 

教職員の状況：専任教員計      8 名 

専任職員計      2 名 

 

９．事業報告 

【ガバナンスの確立と組織運営の最適化】 

ガバナンス体制の維持・強化および改正私立学校法の円滑な施行・遵守を図るため、「芦屋

学園寄附行為」に基づき、理事会を毎月1回以上定例的に開催した。これにより、最高執行機関

として法人の事業推進に必要な重要事項の適正な協議・決定、および業務執行状況の報告を

行った。また、役員協議会も毎月開催し、法人および各設置校の運営状況を共有しつつ、経営

改善や組織改革に向けた機動的な協議・調整を実施した。さらに、「理事会並びにその関連業

務の運営指針」に基づき、理事会招集に先立って「学園運営事務協議会」を開催した。法人事

務局と各教育機関との連携体制を緊密にすることで、健全な内部統制を機能させ、意思決定の

円滑化と組織運営の透明性・公正性の向上に努めた。 

【学生募集および在籍状況に関する現状と対応】 

近年の急速な少子化の進行により、全国的に教育機関を取り巻く環境は一層厳しさを増して

いる。本学園においても、幼稚園および大学における募集人数ならびに定員未充足の状況が

深刻化しており、安定的な学園運営に対する影響が懸念される状況となっている。 
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特に大学においては、一部の学科において安定的な運営が困難となり、今後の教育体制の

在り方について再検討を要する局面に差しかかっている。なかでも大学の児童教育学科におい

ては、近年の学生募集活動において十分な成果が得られず、慎重な検討を重ねた結果、令和8

年度以降の学生募集を停止することを決定した。 

こうした状況を踏まえ、今後は学園全体として募集体制の強化を図るとともに、各設置校間の

連携を一層推進し、内部進学の促進や教育の魅力向上に取り組むことで、在籍者数の安定的

な確保と持続可能な経営基盤の構築を目指し取り組みを継続する。 

学園設置校・年度別入学者数（人） 

 年度 
区分  

令和 
3 年 

令和 
4 年 

令和 
5 年 

令和 
6 年 

令和 
7 年 

大学  
募集 250 人 

272  190  174  197  173 

高校 
募集 240 人  

269  239  236  259  267 

中学 
募集 40 人  

43  27  38  46  39 

幼稚園 
募集 50 人  

44  34  37  45  27 

【財務基盤の強化と経営改善に向けた取り組み】 

ア. 徹底した予算管理と経費削減・外部収入の確保 

現状分析と具体的な目標設定のもとで経営・財政基盤の強化を推進した。予算管理におい

ては、毎月財務部から各部署へ予算執行状況を通知し、上長による確認体制を徹底しコス

ト意識の向上と合理的支出の徹底を促すことで、編成の実質化と経費抑制の仕組みを構築

した。一方で、学納金以外の収入確保に向けた経常費補助金の支給基準に沿った教育基

盤整備、日常的な寄付金・目的別寄付制度の推進など、外部資金の獲得には依然として

多くの課題が残されている。また、事務の簡素化・合理化による経費削減や、経営情報の教

職員への積極的な周知・共有、財務データの分析に基づく経営判断の活性化についても、

さらなる具体化が課題となっているが、これら未着手の施策を速やかに実行に移すとともに、

外部環境の変化を的確に捉えた財務分析と提言を活性化させ、中長期的な財政基盤の確

立へ向けて取り組みを継続していく。 

イ. 適正な人件費管理と労務環境の整備 

経営改善計画の重要目標である「人件費率53.0％」の達成・維持に向け、要員計画に基づ

いた適正な人件費コントロールに努めたが、設置校における園児・生徒・学生数の推移や

教育環境維持への配慮等から、本年度の実績値は64.3％となった。一方で、教職員の健

康管理と長時間勤務の抑制に向け、勤務形態の客観的把握システムの拡充・運用を断行

するなど労務管理体制を強化しており、次年度以降は大学事務組織の適正配置化等を通

じて、再度人件費率の抑制に向けた徹底的な構造改革を推進する。 

ウ. 人事評価体制の構築と新給与体系の検討 

外部専門家と連携した人事制度改革を着手した。当初は全体的な新制度導入を目指した

が、各教育機関における多様な職種・勤務特性を踏まえ、まずは職場環境の現状把握を最

優先すべきであると判断した。本年度は大学の事務組織に特化して現状分析と制度設計

の取り組みを集中的に推進し、次年度以降の段階的な展開に向けた基盤を整えた。 

上記の取組については、財務部主導の予算管理徹底や事務組織の現状分析を進め、効率的

な経営に向けた基盤構築に取り組んだが、一方で、人件費率の抑制や外部資金の獲得、人事

2146 1991 1784 1692 1664

0
500
1000
1500
2000
2500

年度別園児生徒学生総数 （人）
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評価制度の段階的導入など、依然として多くの重要課題を残している。次年度以降は事務組織

の適正配置を含む構造改革を断行し、未着手施策の迅速な実行を通じて中長期的な財政基

盤の確立を推進する。 

 

１０．施設・設備の整備 

施設設備関係予算の基本方針 

各機関との連携による予算の運用体制は定着しており、今後も、①重要性、②緊急性、③

戦略性の 3 つの観点から優先順位を設定し、計画的な執行を行う。そのため、学園が全体の

状況を把握した上で一括計上する方式を継続する。 

耐震化および施設整備の進捗 

耐震化整備計画については、2027 年度の大学耐震工事完了に向けて計画を推進してい

る。また、体育施設においては、熱中症対策の一環として中高体育館および大学福山記念館

球技場の空調設備導入と電灯の LED化改修工事を実施した。今後は、校内照明全体の LED

化を計画的に進める。 

その他設備の改修および重点事項 

その他の設備改修計画についても学園が総括し、上述した 3 つの観点に基づき計画的に

推進していく予定である。 

なお、各教育機関における施設・設備の重点事項（耐震補強工事関連を除く）は以下のと

おりである。 

ア． 大学 

(ア) 学修環境の向上 

各教室・共有スペースの什器を暖色系へ更新。今後も計画的な入替えを継続する。 

(イ) 情報教育環境の整備 

PC 教室の機器を刷新し、従来の Windows 環境に加えて Mac 環境も大学本館に移

設し、情報教育の専門性拡充を図った。また、共有エリアの Wi-Fi 環境を強化した。

今後も継続してインフラ整備を推進する。 

イ．中学高等学校 

（ア）空調設備工事 

体育館（１階競技場、ステージ、ロビー、２階競技場）空調設備の更新を行った。 

生徒の熱中症対策等が適切に行える環境となった。 

（イ）校内ＬＥＤ照明化工事 

体育館については、空調設備とともにＬＥＤ照明化が行われた。 

（ウ）ネットワーク環境の整備工事 

文部科学省が推奨する ICT 教育を実現するため、ネットワーク環境の整備を検討

する。 

 

ウ．幼稚園 

(ア) 園庭の整備 

園庭の遊具は、業者に点検してもらい補修を行った。また、毎月 1 回管理職が安    

全点検を実施している。玄関前は季節ごとに花を入れ替えているが、園庭の花の
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整備は実施に向けた検討を継続する。 

(イ) 園舎の点検・整備 

保育室の安全点検は、毎月 1 回遊具同様に実施している。 

保育室の空調を 1 台新しく設置した。他の保育室も、かなり老朽化が進んでいる

が、補助金で遊戯室の吊り下げ方のクーラーを刷新することになった。 

また、階段踊り場の天井からの雨漏りについては、改修工事計画を進める。 

(ウ) ネットワーク環境の整備 

4 月から保育業務支援システム「キッズビュー」を導入した。このシステムを導入す

ることで、教員の業務の効率化やペーパーレス化を図ることができ、保護者とのス

ムーズな連携をとることができるようになった。 

 

１１．決算の概要 

ア. 貸借対照表関係は下表のとおりである。 

令和７年度の貸借対照表の資産の部は、有形固定資産が前年度末から 149 百万円の

減少、流動資産が 10 百万円増加したことから、資産の部合計は 16,480 百万円となり、前

年度より 139 百万円減少した。 

負債の部は、固定負債が長期借入金により前年度末から 122 百万円の増加、流動負債

は退職金支払いに伴う未払金の計上により 123 百円増加し、負債の部合計は 2,496 百万

円となり、前年度末より 325 百万円の増加となった。純資産の部は、基本金が前年度末から

246 百万円増加、繰越収支差額は 710 百万円減少し、純資産の部合計は 13,984 百万円

となり、前年度末より 464 百万円の減少、負債及び純資産の部合計は 16,480 百万円とな

り、前年度より 139 百万円減少した。 

 
イ. 活動区分資金収支計算書の推移は下表のとおりである。 

令和７年度活動区分資金収支計算書の教育活動資金収支差額（教育活動本業での収

支差額）は△28 百万円（令和６年度△18 百万円）となった。教育活動資金収支差額は令

和６年度・令和７年度と赤字計上となっている。 

収入面においては、少子化の影響から令和 3 年度以降教育活動資金収入は減少傾向

にあことから学生数の確保による学納金の増加を図ること、一方、支出面においても人件費

等の教育活動資金の支出抑制を図ることが喫緊の課題である。 

※1 年間の経常的な教育活動の結果として、どのくらいの資金収支がプラスであったかを示す

指標であり、財務的に健全な経営という観点からこの指標はプラスであることが最低条件である。 

（単位　千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

固定資産 16,842,642 16,161,556 16,207,032 16,111,834 15,079,776 14,931,201

流動資産 1,081,972 1,289,333 1,495,232 1,472,002 1,539,104 1,549,165

資産の部合計 17,924,614 17,450,889 17,702,264 17,583,836 16,618,880 16,480,366

固定負債 1,557,098 1,345,956 1,737,007 1,883,038 1,474,070 1,596,315

流動負債 931,317 809,991 725,099 812,853 696,254 899,253

負債の部合計 2,488,415 2,155,947 2,462,105 2,695,891 2,170,324 2,495,568

基本金の部合計 29,971,307 29,559,011 29,780,715 29,903,812 29,219,213 29,465,907

翌年度繰越収支差額 -14,535,109 -14,264,069 -14,540,556 -15,015,867 -14,770,658 -15,481,110

負債及び純資産の部合計 17,924,614 17,450,889 17,702,264 17,583,836 16,618,879 16,480,365

科　　　目

貸借対照表（法人全体）
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ウ. 事業活動収支計算書の推移は下表のとおりである。 

令和 7 年度の教育活動収入は 2,207 百万円（前年度比 9 百万円減少）となった。退職

金財団交付金収入により雑収入は 222 百万円（前年度比 113 百万円増加）となったが、学

生数の減少に伴う学納金収入 1,330 百万円（前年度比 97 百万円減少）、寄付金収入 4 百

万円（前年度比 13 百万円減少）等が教育活動収入の減少要因となった。 

令和 7 年度の教育活動支出は、人件費 1,421 百万円（前年度比 141 百万円増加、教

育研究経費 904 百万円（前年度比 21 百万円減少）、管理経費 322 百万円（前年度比 22

百万円増加）、合計 2,652 百万円（前年度比 143 百万円増加）を計上した結果、経常収支

差額は△453 百万円（前年度比 160 百万円減少）となった。 

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

教育活動による資金収支
教育活動資金収入計 2,681,444 2,626,944 2,405,632 2,367,802 2,230,139 2,204,509
教育活動資金支出計 2,248,030 2,365,454 2,230,637 2,364,679 2,167,204 2,299,314
差引 433,414 261,490 174,995 3,123 62,935 -94,805
勘定調整等 -90,888 -54,739 5,282 15,681 -81,116 67,188
教育活動資金収支差額① 342,526 206,751 180,277 18,804 -18,181 -27,617

施設設備等活動資金収入計 146 479,566 126,445 126,201 757,763 0
施設設備等活動資金支出計 29,477 183,818 400,691 390,525 232,294 214,175
差引 -29,331 295,748 -274,246 -264,324 525,469 -214,175
調整勘定等 -16,741 72,356 -135,018 -57,957 91,718 28,433
施設設備等活動資金収支差額② -46,072 368,104 -409,264 -322,281 617,187 -185,742

小計③（①+②） 296,454 574,855 -228,987 -303,477 599,006 -213,359

その他の活動資金収入計 2,397,005 2,055,524 2,793,867 3,093,894 1,592,288 2,388,130
その他の活動資金支出計 2,515,221 2,464,069 2,411,487 2,907,521 2,136,036 2,214,450
差引 -118,216 -408,545 382,380 186,373 -543,748 173,680
調整勘定等 0 0 -9 9 0 0
その他の活動資金収支差額④ -118,216 -408,545 382,371 186,382 -543,748 173,680

178,238 166,310 153,384 -117,095 55,258 -39,679
794,741 973,091 1,139,401 1,292,785 1,175,690 1,230,944
973,091 1,139,401 1,292,785 1,175,690 1,230,944 1,191,265翌年度繰越支払資金

活動区分資金収支計算書（法人全体）

施設整備等による資金収支

その他の活動による資金収支

項目

支払資金の増減額⑤（③+④）
前年度繰越支払資金
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１２．経営状況の分析、経営上の成果と課題 

事業活動収支計算書関係比率の 5 年間の推移は下表のとおりであり、令和７年度の状況は、

人件費比率 64.3％（昨年度 57.8％）、教育研究費比率 40.9％（昨年度 41.7％）、管理経費比

率 14.6％（昨年度 13.5％）となっており、教育活動収支差額比△21.0％（昨年度△13.2％）と昨

年度より悪化した。人件費比率の大幅なアップは退職金による影響が大きいが、管理経費比率

も上昇しており、学園運営の継続のため、財務体質の安定化を図ることは急務であり、特に、人

件費比率の上昇を抑制することが課題である。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

学生生徒等納付金 1,802,790 1,804,036 1,646,298 1,507,775 1,427,185 1,330,368

手数料 22,757 20,603 20,329 21,050 21,963 20,119

寄付金 145,549 10,813 8,496 32,364 17,082 3,808

経常費等補助金 586,984 610,219 604,274 613,110 566,241 562,718

付随事業収入 56,922 74,289 83,777 77,747 73,866 67,294

雑収入 66,476 116,837 57,493 115,890 109,351 222,268

教育活動収入計 2,681,478 2,636,797 2,420,667 2,367,936 2,215,691 2,206,575

人件費 1,317,290 1,426,858 1,305,348 1,412,351 1,280,313 1,421,061

教育研究経費 972,256 974,503 961,211 962,374 924,990 904,218

　内）減価償却 308,240 298,682 305,622 311,617 310,853 318,671

管理経費 301,290 305,539 312,630 327,037 299,914 321,624

　内）減価償却 40,216 52,648 48,530 49,326 46,757 44,953

徴収不能額等 4,125 22,800 10,431 6,650 3,860 5,005

教育活動支出計 2,594,961 2,729,700 2,589,620 2,708,412 2,509,078 2,651,908

86,517 -92,903 -168,953 -340,476 -293,386 -445,333

受取利息・配当金 22 20 22 23 651 2,726

教育活動外収入計 22 20 22 23 651 2,726

借入金等利息 18,327 12,628 11,948 13,568 11,796 10,711

教育活動外支出計 18,327 12,628 11,948 13,568 11,796 10,711

-18,305 -12,608 -11,926 -13,545 -11,145 -7,985

68,212 -105,511 -180,879 -354,021 -304,531 -453,318

資産売却差額 146 0 100 0 0

その他特別収入 112 369 126,445 126,101 52,211 2,866

特別収入計 258 369 126,445 126,201 52,211 2,866

資産処分差額 383 35,661 350 124,394 187,069 0

その他特別支出 0 457 0 0 13,305

特別支出計 383 36,118 350 124,394 187,069 13,305

-125 -35,749 126,095 1,807 -134,858 -10,439

基本金組入前当年度収支差額 68,087 -141,260 -54,784 -352,214 -439,389 -463,757

2,681,758 2,637,186 2,547,134 2,494,160 2,268,553 2,212,167

2,613,671 2,778,446 2,601,917 2,846,374 2,707,942 2,675,924

416,668 245,819 173,273 6,922 53,079 -89,694減価償却補正後の経常収支

    教育活動収支差額

    教育活動外収支差額

        経常収支差額

        特別収支差額

事業活動収入計

事業活動支出計

支

出

の

部

収
入
の
部

支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支

事

業

活

動

収

入

の

部

事業活動収支計算書(法人全体）

事

業

活

動

特
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収
支

事
業
活
動

事
業
活
動

項　　目
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活
動
収
支

事
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収
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事
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支
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１３．その他  

ア. 危機管理体制事業 

大規模自然災害や火災等のリスクに備え、日常的な安全管理体制の維持に努めた。本年

度も、教職員および園児・生徒・学生を対象とした避難訓練や誘導訓練を実施したほか、

学内の消防点検を継続的に行い、教育環境の安全確保を徹底した。 

一方で、ICT を活用した迅速な安否確認システムの導入については、具体的な仕様策定

や運用方法の確立に至っておらず、次年度以降の本格的な実施・導入に向けた検討を継

続する。 

イ. 情報開示の充実 

社会に対する説明責任を果たし、ステークホルダーからの信頼を確固たるものにするため、

情報開示の拡充に取り組んだ。本年度の財務情報や事業報告について、法令および規程

に基づき適正かつ迅速な開示手続きを行い、これにより、学園運営の透明性をより一層高

めるとともに、健全なガバナンス体制を学内外へ広く示す体制を維持できている。 

ウ. 戦略的広報体制の確立と展開 

比    率 計算式 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

寄付金

事業活動収入

補助金

事業活動収入

減価償却額

経常支出

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

93.7%

40.6%

13.8%

0.6%

-14.1%

0.8%

25.0%

57.8%

89.7%

41.7%

13.5%

0.5%

-19.4%

-3.5%

0.4%

23.1%

12.8%

54.1%

79.1%

37.0%

11.6%

0.5%

-5.4%

59.6%1 人件費比率

2 人件費依存率

3 教育研究経費比率

4 管理経費比率
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少子化や学校間競争の激化により園児・生徒・学生の確保が厳しさを増す中、学園の魅力

を効果的に発信する広報活動体制の強化に注力した。本年度は、学園および各設置校の

ブランド力向上と募集力の底上げを目指し、全教育機関において公式ホームページの全

面的な刷新を完了した。ターゲット層を明確に意識したデザインへの変更と、最新の教育

環境をタイムリーに届ける発信基盤を構築したことで、本学の魅力をより戦略的に訴求する

体制が整った。 

今後はこの刷新したホームページを最大限に活用し、次年度以降の確実な入学者・入園

者確保に繋げてまいります。 
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Ⅱ 芦屋大学 

1. 事業報告 

教育・研究基盤の整備に関する事業 

本学では、開学以来の伝統である少人数教育および担任制を基盤とした丁寧な学生支援

体制を継続的に強化し、学生が豊かな教養と人間性を身につけることができる教育環境の整

備に努めた。 

また、建学の精神「人それぞれに天職に生きる」に基づき、学生一人ひとりの個性や志向に

寄り添いながら、それぞれの目指す進路や可能性をともに見出す教育を実践しており、これは

本学の特色である「個」を伸ばす教育の具体的な取り組みとして伝統的な位置づけとなってい

る。 

(1) 学部名称変更・改組計画の策定と社会的ニーズへの対応 

令和 9 年度の開設に向け、現行の臨床教育学部を「環境教育学部 環境教育学科」へ

と名称変更および改組する基本計画の策定を行った。本改組は、令和 6 年閣議決定の

「環境教育等促進法」に基づく基本方針や、近年の SDGs の進展といった急速に高まる

社会的ニーズに対応する。 

これにより、本学が提唱する「多層的な環境概念」に基づく教育理念を学内外へ明確

に発信する基盤を整えた。また、育成する人材像として従来の教員養成のみにとどまらず、

地域社会や民間企業においてサステナビリティ分野を牽引できる実践的な人材の育成を

新たに打ち出した。 

(2) カリキュラムの再編と教育体制の整備 

学部の名称変更における教育の質を担保し、学生の多様な学習ニーズを支援するた

めの具体的な教育課程の設計を推進した。 

具体的には、環境教育科目の拡充を段階的に進めるとともに、それに伴う教職課程の

再編に着手し、さらに、学生が主体的に学びを選択できる環境を整えるため、経営教育

学部で先行導入している「ユニット制」を新学部へも展開するための学内調整とシステム

設計を進め、現代の教育課題に対応できる柔軟な教育体制を構築した。 

(3) 各種認可申請および学内諸規程の整備 

学部学科名称変更における申請および名称変更の諸手続きに向けて、学内組織の改

編と関連規程の整備を段階的に進めた。学長を中心とする教学組織のもとで、教員組織

の再配置や担当科目の割り当てに関する具体的なシミュレーションを重ね、新体制移行

への基盤を強固なものとした。 

これにより、次年度以降に本格化する文部科学省等への各種申請手続きを円滑に進

めるための学内合意と、ガバナンス体制の強化を完了した。 

(4) 学生募集の強化と入学定員の確保に向けた基盤構築 

改組を契機とした新たな受験生層の開拓と、中長期的な安定経営に向けた募集基盤

の整備に取り組んだ。サステナビリティや環境問題に関心を持つ新しいターゲット層への

訴求力を高めるため、次年度以降に向けた効果的な広報戦略を立案した。 

これらの取り組みを通じて、本学の魅力を広く伝えるとともに、令和 9 年度以降における志

願者数のさらなる底上げを図り、継続的かつ安定的な入学定員を確保するための強固な

基盤を構築した。 
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(5) 教育・研究活動の活性化 

教育・研究活動の活性化では、令和７年度の科研費採択数（研究代表者・分担者が同

一の課題の場合は 1 件とする）は 12 件（昨年度比＋4 件）であり、採択件数は増加したが

直接経費 5,880,000 円、間接経費 1,764,000 円と研究費は減少となった。令和 8 年度分

の申請も研究代表者 20 名（うち 1 名辞退）（昨年度比＋7 件）、分担者 10 名 12 件（昨年

度比＋1 名 1 件）と増加傾向にあり、毎年申請数は増加傾向であり、研究活動の活性化

が見られる。 

個人研究費インセンティブ制度では 6 名（昨年度比＋2 件）に計 165,000 円（昨年度比

＋115,000 増）を支給した。研究倫理教育は、大学院生に e ラーニング、学部生には小冊

子配布と教員による指導を実施した。 

今後は、研究費配分の公平性と意欲向上を目的に、職位による配賦を廃止し、前年度

実績に基づく「ポイント制」を令和 7 年 4 月に導入し、令和 8 年度から実施予定である。 

 

２． 学生支援事業 

(1) 学生生活支援の充実 

本学においては、「学生会」が学園祭や学内の行事等で重要な役割を果たしている。

その組織を拡充し、クラブに所属しない学生でも、下級年次より学生会で補佐役として活

動を経験し、各行事の責任者や役員候補となることができこととした。また、学生の意見を

重視した学生支援事業を実施するために設置した学生会であるが、キャプテン運営委員

会や学園祭実行委員の指導を行う組織として、年々その役割も明確になってきている。令

和７年度も全学生に学生会長立候補の呼びかけを学内ポータルサイトで行った。 

また、「学生生活アンケート」などはＩＲ委員会を窓口に実施し、アンケートに応える学生

の利便性を高めた。学生からの要望が多い食堂やバスに関する課題については、バスに

ついては混雑時に増便を行い、食堂に関しては定期的な食堂業者と学生会との話し合い

の場を設け、学生の意見をメニューや価格に反映させている。今年度からキッチンカーの

招致も実施し、一部費用の補助も行った。 

本学の特徴の一つである担任制によるきめ細かな学生指導により、生活が困窮してい

る学生に対し奨学金や給付金、修学支援新制度などの案内を学内ポータルサイトや掲示

板などで随時案内を行い、経済的理由での中退を防止する支援を行った。奨学金や修

学支援新制度を利用する学生数は延べ 452 名となっている。奨学金を継続するためには

学業成績などの基準に関する判定に通らないと奨学金が廃止となり、大学生活を続ける

ことが難しくなる学生も多いため、学生課・教務課・指導教員と連携し、こまめな指導を行

い、奨学金が廃止とならないよう予防している。また日本学生支援機構以外の奨学金制

度についても案内や掲示を行う回数を増やしている。 

また、学生の利便性を向上するため、各種証明書の発行に伴う費用の支払いについて、

QR コード決済サービスを継続した。また新入生向けには学生証用の写真提出にあたって、

外部の写真収集サービスの導入を行い、システムを通じて提出できるようにし、利便性を

向上させている。奨学金システムの導入も行っており、奨学金の各種手続きの案内を、シ

ステムを通じて、本人に加えて、保護者にも配信できるようになった。 

令和 7 年度も、教職員がそれぞれの専門性を発揮しながら連携し職務にあたった。具

体的な役割として、学生部や教務部の職員は学生の小さな変化を捉え、声かけを行う、
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相談内容別の相談窓口案内等の初期対応を行った。担当教員は、授業を通じて感じた

学生の異変等を捉え、助言や指導を行った。 

学生健康管理センターやほっとルームは、提供された情報を基に障害のある学生の支

援内容や方法を検討し、専門的な支援の調整、提供を行った。支援の方法は、教授会や

ケースカンファレンスの場で共有し、学生に適切な支援が提供できるよう努めた。 

障害のある学生に対する支援では、学生健康管理センターやほっとルームが、他学生

と平等な学びのフィールドに立つために合理的配慮の提供に関する説明や必要な手続

きの支援を行った。 

今年度、学部には１６８名、大学院には７名の留学生が在籍している。卒業までに日本

語能力試験 N１を取得できるよう受検申し込みサポートを行っている。また授業の遅刻や

欠席が多い留学生は教務課と連動し個別指導を行っている。 

交換留学においては提携校から本学に留学した過去の留学生が芦屋大学を宣伝して

くれており、今年度も前期２名、後期２名、通期が２名の合計６名が交換留学生として本学

の学生と一緒に学んだ。 

また、米国提携校であるセントマーテインス大学より７名の教員と学生が１週間滞在し、

本学教員や学生と日本文化や授業の体験を行い提携校交流が活発となっている。短期

研修に於いては、夏季にサンフランシスコ州立大学へ１名、春季に提携校グアム大学に３

名の日本人学生が参加。学内では年２回のフィールドトリップ、スピーチコンテストの他に

市内のボランテイア登録や多文化共生支援員として、小中学校にいる外国人児童のサポ

ートを開始している。 

(2) 学修（教学）支援の充実 

ア. 学修成果の可視化を通じて学生の満足度向上を図った。具体的には、アセスメントテ

スト※を実施し、結果をフィードバックし学生が成長を実感できるようにしている。PROG

テストは入学時と４年生進級時の 2 回実施することで、長期的な習熟度を可視化する

ことができるようにしている。また、学修満足度向上調査を定期的に行いうことで、学

生のニーズを把握し、教育改革の一助としている。 

※ アセスメントテストとは、学生の汎用的なスキルを測定・育成することを目的としたテスト 

中退学の抑制には全学的な取り組みとして、少人数ゼミやクラス担任制、初年次教育

を強化し、退学者の兆候を早期に把握し、個別対応を行い退学の防止に努めた。出

席不良の学生については、学期ごとに個別に担当教員より面談指導を行うことで、学

生の状況をきめ細かく把握し、学習意欲の低下を防ぐよう努めている。各学科の取り

組みについては以下のとおりである。 

(ア) 教育学科では、欠席が多い学生や学業不振の学生を学科会議で常に共有し、

気になる学生には担任による個別面談のみならず、他部署との連携の下で対応

している。また、初年次には、生活や学修に関する大学生活の基礎的スキルを丁

寧に指導すると共に、全学年を対象とした GPA 上位者表彰制度を設け、学修意

欲の向上を促す取り組みを行った。 

(イ) 児童教育学科では、気になる学生の情報を学科全員で共有するとともに、必要

に応じ健康管理センター、ほっとルームと連携し、学生の悩みや相談などのサポ

ートを行っている。また、休学中の学生には、定期的に連絡し、復学に向けての

支援を行った。 
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(ウ) 経営教育学科では、学生の学修情報などを共有し、ゼミ・クラス担任以外の教員

も状況を把握したうえで、学生とのコミュニケーションが図れる状態を保ち、学科

全体で学生を支援する体制を整え休退学者の抑止に努めた。 

イ. 授業支援を目的として導入した統合型校務支援システム「Campus Plan」の利用向上

をさらに図るため、紙や E メール送信での連絡をできる限り控え、同システムのアプリ

を活用した情報提供に努めた。その結果、情報伝達の迅速化に加え、履修・出欠・成

績状況・掲示板機能等の一元管理が可能となり、学生・教職員への情報サービスの

向上が実現した。さらに、教学事務の業務の効率化と学生満足度の向上を目指し、

今後もシステムの活用を推進する。 

 

３． 就職進路支援事業 

(1) 就職支援 

就職希望者に対する支援は、年々早期化している就職活動の流れを受け、低学年か

らの支援充実を図るべく、 1、2 年生の必須科目、「キャリア基礎」と「キャリアデザインⅠ・

Ⅱ」の授業で学科と連携し、就職及び進路選択に関するガイダンスを実施した。また、3 年

生には前期に外部講師を招聘し、就職ガイダンスを実施した。後期には就職活動が本格

化することに伴い、就活スタートアップガイダンスを実施した。また、ゼミ担当教員と連携し、

ゼミ単位でのセミナーや講座を個別開催した。さらには、12 月と 3 月に合同企業説明会

の会場でブース設置し、就職指導を行った。 

 進路・就職活動に関するカウンセリングは、4 年生全員に、4～5 月に個別の対面による

状況のヒアリングを行い、就職活動に係る情報提供と希望者には個別面談を実施した。 

さらに、3 年生全員を対象に、11 月～12 月にキャリアカウンセラーと就職課職員による個

人面談を実施し、卒業後の進路についてのヒアリングと、各自の進路に係るアドバイスを

行った。また、学生の就職活動を家庭内からも支援できるよう、保護者との情報共有を図

ることを目的として、新たに保護者対象の就職説明会を開催した。 

筆記試験対策としては、個別指導型学習講座（Ａ-Ｓｔｕｄｙ）の利用促進を図るため、学

内広報を強化した。また、定期的に筆記模擬試験を実施した。その結果、講座利用者か

ら、警察官採用試験の合格者や、民間企業への内定者を出すことができた。 

学生のキャリア形成に対する支援は、就職課のキャリアカウンセラーによる就職観（正

社員とアルバイトの違い等）を意識させるガイダンスを実施した。学内推薦インターンシッ

プについては、3 社 3 名（タイプ 3：汎用的能力・専門活用型インターンシップ）が参加し

た。また、学内でのインターンシップも行い、就業体験が無い学生や少ない学生に職業体

験を経験する機会を設け、5 名の学生が参加した。 

就職先の確保は、自治体や外部団体が主催する情報交換会に積極的に参加して人

事担当者と面談のうえ、企業情報を蓄積することができた。学外の就職支援団体などとの

連携強化については、関西学生就職指導研究会・大学コンソーシアムひょうご神戸の会

員校として、各種活動に参加し、加盟校や企業とのネットワークを構築した。また、障がい

学生の就労支援については、障がい者支援団体や公的機関と連携して、学生の就職及

び進路支援充実を図った。 

留学生に対する国内就職への支援は、留学生に特化した就職ガイダンスを対面で 3、

4 年生に対して 6 回実施した他、ハローワーク留学生担当者と連携したハローワーク登録
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会の実施や履歴書書き方講座とマナー講座も実施した。また、大学コンソーシアムひょう

ご神戸主催の留学生採用企業との情報交換会に参加した、留学生採用企業の動向と本

学留学生の活動状況を照らし合わせながら支援体制を整えた。学内でも国際交流課と、

学生の動向や開催行事等の情報を共有し、連携して留学生への就職支援を進めた。今

後、留学生のインターンシップ先の拡充にも取り組む計画である。 

(2) 教育職員就業支援 

 教員採用試験に関する取り組みは、全ての教員採用試験対策講座を対面で実施した。 

 通年開講している講座に加え、短期の集中講座で夏季教採対策講座【14 講座・62 名

参加】と春季教採対策講座【45 講座・164 名参加】を実施した。採用試験では、現役で保

育士 6 名、小学校 3 名、特別支援学校 2 名、中学校技術 6 名、合計 17 名（延べ数）が

合格した。 

また、常勤・非常勤講師として、小学校 1 名、特別支援学校 1 名、中学校（特別支援学

級 1 名、中学校技術 3 名、高等学校情報 1 名の合計 7 名が採用され、一定の成果が得

られた。 

 

４．学生募集に関する事業 

学科、コースの魅力を積極的に発信し、本学の認知度を向上させ入学志願者の増加に取り

組み、目標値達成に向けて進捗状況および広報施策を検証し、入学定員の充足を目指した。 

(1) 入試制度の見直しと改善 

ア. 年内専願入学者を早期に取り込むため、総合型選抜「AO 入試」において、入学金減

免額を拡充し、一定の効果を上げた。 

イ. 学園高等学校対象の入試制度については、個別日程で実施の学園高校対象推薦

入試をはじめ、すべての入試種別に出願できることとするとしたが、現状維持の結果と

なった。 

(2) 高大連携の拡大 

学園高等学校および協定校との連携について、「探求授業」、「体験授業」を通して芦屋

大学の魅力を訴求し、低学年に対しても本学の認知度を向上させた。 

(3) 編入学制度の活用 

本学に関連する学部、学科を設置する短期大学、専門学校をターゲットに募集活動を再

開し、新設したホームページ上の編入学案内ページへ誘導し、オープンキャンパス、個別

相談を通して出願に繋げるべく取り組み、また一方で、「編入学入試」において指定校制

度を整え、入学金の免除など、本学独自の入試制度をアピールし、2 年次または 3 年次

編入学生の獲得を目指したが、例年並みの出願数に留まった。 

(4) 広報活動と募集活動の強化 

ア. 広告媒体の選択と集中 

(ア) WEB 媒体および紙媒体は、費用対効果を検証して有効な媒体に厳選し、進学

情報サイトについては、定期的に情報を更新することで、オープンキャンパスへの

申し込みにつなげることができた。 

(イ) 高等学校内進学説明会および会場形式進学説明会については、地域、学年な

どを絞り込み、入学実績も加味して参画することで、オープンキャンパスへの誘導、

出願者数増加に奏功した。 
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イ. SNS の強化 

(ア) インスタグラムを中心に広報戦略のツールとして位置づけ、ターゲット層を明確に

して募集内容およびスケジュール等は募集活動と関連付けて投稿し、出願者数

増加につなげることができた。 

ウ. 学校訪問の強化 

(ア) 高等学校へのアプローチ 

入学実績校を重点校として、新入生、卒業予定者の出身校を早期に訪問し、AO

入試、指定校推薦入試など早期出願のアピールとともに、高等学校内説明会に

参画できるようアプローチを行った。また、ポスターの掲示、設置を依頼し高校生

への訴求を行い、イベント参加へ誘導した。 

(イ) 日本語学校へのアプローチ 

出願実績校からの訪問で本学への出願動機のヒアリングを行い、出願実績数に

よって協定校の見直しを行い、大幅増の入学者を獲得した。 

(ウ) 短期大学・専門学校へのアプローチ 

短期大学や専門学校に加えて通信制・定時制高等学校にもアプローチをし、認

知度アップと出願増につなげるべく、新規開拓を活発に行った。 

エ. オープンキャンパスについて 

(ア) WEB 媒体や DM を含め各種進学説明会においても積極的に告知を行い、受験

対象者の集客を図った。また、体験授業や部活動体験などを通して本学独自の

入試制度と関連付けながら、オープンキャンパスからの出願率を向上させ、一定

の効果を上げた。 

(4) 出願数及び入学者数結果 

ア. 資料請求者数・イベント参加者数からの出願者数・入学者数 

 
資料 

請求者数 

イベント 

参加者数 

イベント参加者

の出願者数 
全出願者数 入学者数 

目標数 3,800 名 355 名 130 名 285 名 250 名 

結果数 3,932 名 370 名 170 名 246 名 208 名 

差 異 ＋132 名 ＋15 名 ＋40 名 －39 名 －42 名 

（資料請求者数およびイベント参加者数は初回のみ） 

イ. 入試区分別出願者数 

 総合型選抜 学校推薦型 
一般選抜 

その他 
内（留学生） 合 計 

目標数 100 名 80 名 105 名 （80）名 285 名 

結果数 84 名 36 名 126 名 （115）名 246 名 

差 異 －16 名 －44 名 ＋21 名 （＋35）名 －39 名 

 

 

５． 運営体制の充実 

大学の勤務を週休二日制にした結果、教職員のワークライフバランスが改善され、仕事に

対する満足度や生産性が上がったとみられる。また、光熱費などの運営コストの削減も実現し、
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経費削減に寄与することができた。 

充実した運営体制の確立に向け、自己評価報告書や教学ＩＲの分析結果などの情報を的

確に把握し、その結果をもとに改革・改善に努められる内部質保証体制の整備を行う。大学と

して最適な組織体制を整備するとともに、調査結果を確実にフィードバックする。調査に基づ

き、運営を見主的かつ効果的に行うための組織改革に取り組みを継続する。 

 

６． 地域・社会連携事業 

本学の持つ知的資産の地域住民への提供を目的として、芦屋市六麓荘町の住民を対象

に、芦屋大学図書館の地域住民への公開および書籍の閲覧・貸出等のサービスを継続して

いる。図書館利用者の拡大も予定している。また、大学キャンパス内で共生社会を体感できる

障がい者就労支援スペース「あしかふぇ」への施設提供と連携も継続している。 

芦屋市立公民館にて、本学が所有する貴重な稀覯本を広く知ってもらうために、定期的に

展覧会を行った。 

今後も、地域社会との連携を深め、教育・研究の成果を広く社会に還元することで、持続可

能な社会の実現に向けて継続する。 

 

７． その他 

次のことについても積極的に取り組んでいく検討を継続する。 

(1) 卒業生を初年次教育に講師として招き、社会での実体験を語ってもらうことで、学生が自

身の将来像を具体的に描くきっかけを提供し、キャリア意識の醸成を図っている。 

(2) 芦屋大学が行える SDGｓの取り組みを検討し、また、カリキュラムへの展開を計画している。 

(3) 施設等の賃貸事業など、現有施設を活用し収入源を獲得するため、規程の見直しをおこ

なった。 
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Ⅲ 図書館 

1. 蔵書及び運営管理 

(1) 現状と対応方向 

図書館は大学の教育研究支援のために各学部、学科の専門分野に対応した 図書･雑

誌 の充 実及びこれら情報資源の効果的な管理運用を図り学術情報基盤としての役割

を果たしている。図書蔵書数は、令和 8 年 3 月 31 日現在、181,662 冊、その内教育学

の分野の蔵書数は約 35,000 冊を有し、閲覧室の座席数は 171 席を設け、入館者数

は年間延べ約 1,815 人であった。 

(2) 蔵書等の整備と適正化 

1. 各学科コーナーを設け、読書案内として教員からのおすすめ本の充実を継続した。 

2. 図書館コモンルームを授業や個別利用での活用を更に促進を継続した。 

3. 閲覧室（新館開架）では、利用者にとって本を探しやすくするため、図書記号を変更し、

配架を分類順に並べる作業を継続した。 

4. 蔵書点検をスムーズに行うことができるよう、複本などを除籍し書庫の整理を継続した。 

5. 蔵書構築に、図書委員会での選書を募った。 

 

１． 教育・研究を支援するための事業 

(1) 図書館の活用法を理解し、論文作成に役立つように「論文の書き方」コーナーを設置した。 

(2) 新入生を対象とした図書館オリエンテーションで、図書館の基本的な利用方法のほか、今

後はレポ－ト・論文を書くためのデータベースの紹介、利用方法の解説などを加えた。 

(3) 蔵書検索の方法、データベースの種類や利用方法などを分かりやすく情報発信し、学生

の個人利用と授業での利用が、より活発になるよう働きかけを継続して行った。 

(4) 大学における教育研究に関する情報公開の義務化を更に充実するよう行った。 

(5) 図書館システム（書籍管理データベース・検索システム等）のサポート終了に伴い、2025

年度内での入れ替えを計画的に行った。 

 

２． 地域･社会連携事業 

(1) 2024 年 6 月から、図書館利用可能対象を六麓荘町内から芦屋市内、芦屋学園中学校・

高等学校在校生、芦屋大学附属幼稚園在園児の保護者に広げた。今後も、地域との交

流の活性化に寄与するとともに、卒業生への図書館利用サービスも併せて推進し、地域・

社会に開かれた図書館を継続して進めている。 

(2) 芦屋公民館にて、大学が保有する貴重な図書館資料を広く知ってもらうことができた。 

令和 7 年度は第 5 回「「世界の織りと染め」、第 6 回「日本の宗教の書」、第７回「コウベの

アーティスト ー小磯良平、菅井 汲、横尾忠則－」のテーマで開催し、合わせて客員教

授の松井健先生が講演を行った。今後も第 8 回「シルクロードの仏教遺跡 敦煌と雲崗」

のテーマで開催を予定している。 
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Ⅳ 芦屋学園高等学校 

１． 教育課程に関する事業 

普通科・国際文化科の各コースの進路指導の目標を明確にし、教育内容をより活性化するた

め、カリキュラムを見直し、行事・研修を実施した。 

(1) カリキュラム 

ア. 普通科 

新教育課程２年目の実施内容から、教育課程の修正とともに、地域の進学ニー

ズや大学入試科目からコースを統廃合した。 

イ. 国際文化科 

新教育課程２年目の実施内容から、専門学科としての科目のバランスを検討した。 

(2) コース教育の充実、 

新入生オリエンテーション 

タブレットを用いての基礎学力向上と進路指導（高校１～２年） 

ア. 普通科（１年生） 

(ア) スタンダードコース 

朝礼前の基礎学習 

    長期休暇中の希望者講習 

    ２年進級時のクラス選択のための進路探究 

(イ) アドバンスコース： 

０限・７限授業 

２学期に学習スタイルの選択によるクラス替え 

希望者対象の放課後・土曜日・長期休暇中の講習 

学習合宿（７月下旬） 

(ウ) アスリートコース 

１年 スキー実習（３月上旬実施） 

２年 しまなみ宿泊学習（６月中旬実施） 

イ. 普通科（２・３年生） 

(ア) 総合進学コース 

Ⅰ類７限授業、補習、早朝小テスト 

Ⅱ類マナトレ(基礎学習)を朝のＨＲ前に実施 

(イ) 特進コース： 

２年 学習合宿（７月下旬実施） 

２～３年 ０限・７限・土曜日授業、放課後・土曜日の講習 

ウ. 国際文化科 

(ア) ３年 帰国後の英語力の維持・向上のための指導 

進路指導の一環として、立命館アジア太平洋大学研修（１学期） 

主に語学系・国際系大学への進学サポート、早朝小テスト 

(イ) ２年 カナダ長期留学 2025 年 1 月～2026 年 1 月 12 ヶ月間 3 名 

カナダ短期留学 ７月 約３週間 
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短期留学事前指導および長期留学者のサポート 

早朝小テスト、７限授業 

(ウ) １年 長期留学英語力テスト（英検準２級程度） 

長期・短期留学に向けての英語力強化指導 

留学先での学校生活及び日常生活を充実させる事前指導 

English Camp in 京都（7 月下旬） 

短期留学アジア（台湾）研修（2026 年 3 月上旬） 

早朝小テスト、７限授業 

 

２． 研修の充実と活性化に関する事業 

教職員は、生徒・保護者の学校評価と自己評価の結果を踏まえ、自己の見直しと指導力向

上に取り組む。生徒に対しては、学力補充と、体験を通じて社会に対する見聞を広め、人間

的成長を促すことを目的として研修・講演会等を行う。 

(1) 教職員関係 

ア. 学校評価の推進について 

(ア) 生徒及び保護者による評価 

コース教育の充実・授業の確立・進路指導・学校行事等の確認と検討 

(イ) 教職員による自己評価 

授業の確立の確認と検討（教職員研修会実施） 

イ. 「いじめ」を防止する研修会 

(ア) 外部講師に依頼し、実践的に行う研修会を実施 

    ウ．特別支援教育に関する研修会 

        （ア）外部講師に依頼し、実践的に行う研修会を実施 

(2) 生徒関係 

ア. 学力補充 

(ア) 普通科総合進学コースⅠ類・Ⅱ類・スタンダードコースに対して、希望者対象の

長期休暇中の講習を実施 

(イ) 普通科特進コース・アドバンスコースに対して、放課後・長期休暇中の講習を実

施 

(ウ) 全コースに朝学習（朝学）実施 

(エ) 放課後等、スタディールームを開放しての学習指導を実施 

イ. 国際教育、異文化理解教育 

(ア) 海外提携校との交換留学 

派遣：オーストラリア ピンブル・レディース・カレッジ    ７月下旬～5 週間 2 名 

   ：ニュージーランド マクリーンズ・カレッジ       ７月下旬～2 週間 2 名 

受入：オーストラリア ピンブル・レディース・カレッジ  ９月上旬～5 週間 2 名 

   ：ニュージーランド マクリーンズ・カレッジ   ９月上旬～2 週間 2 名 

(イ) 交換留学生受入れ 

※令和 7 年度受入 1 名（フランス 10 ヶ月間） 

ウ. 生活および情操に関する研修・講演 
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(ア) 芸術鑑賞会 5 月実施 

(イ) 薬物乱用防止教室 実施せず 

(ウ) 高校 1 年性教育講演会 7 月中旬実施、高校３年性教育 12 月中旬実施 

 

３． 生徒募集に関する事業 

(1) 入試広報部 

ア. 塾対象入試説明会 （６月、10 月 実施予定） 

本校の教育内容、進学実績や合格基準から、塾生の進路指導へ繋げてもらう 

令和７年度実績：57 塾 71 名参加 

※ 10 月実施分は学校で実施 

イ. 学校訪問・塾訪問の計画 

生徒・保護者への適切な情報を提供する。各コースの目的と教育活動について説明

し、学費や経費についても正しく理解してもらう。何より学校の環境等、見に来てもら

えるように、きっかけ作りを行う。また、学校に対しては、本校が求めている生徒像を明

確にし、進路指導に活かしてもらう。特に、英語検定をはじめとする本校の学費支援

制度についての周知徹底を図る。 

持参物の研究（学校情報、催し物案内、話題作り） 

学校訪問：令和 7 年度実績：675 回  

塾訪問：令和 7 年度実績：1153 回  

ウ. 入試説明会・オープンスクール・部活動体験・授業体験・個別相談の実施計画 

中学 オープンスクール（授業体験含む）令和 7 年度 5 回 107 組 

入試説明会（プレテスト 2 回含む）令和 7 年度 3 回 106 組 

小 3～6 年生対象に「Let’s speak English」のネイティブと楽しく英語を学ぶ行事と

「わくわくサイエンス」の理科体験・実験行事を実施。6 回 131 組 

高校オープンスクール（授業体験・部活動体験含む）R7 年度 472 組 

入試説明会 R7 年度 3 回 435 組 

学校見学日・個別相談会 R7 年度 8 回 35 組 

エ. 各コースの説明会及び授業見学の実施計画 

国際文化科の説明や授業見学・体験を兼ねて、オープンクラスを 10 月に実施 27 組 

オ. 外部入試説明会（公立中学校・外部塾等主催） 

令和 7 年度 公立中学校へ出向いての説明会 5 校，塾関係 4 回 

カ. イメージ戦略（認知度・情宣活動） 

令和７年度入学生から新コース、新制服、新学費制度などの導入を統合して広報す

ることにより、「古くて新しい芦屋学園」を打ち出すにより、志願者の増加につなげるこ

とができた。今後、国の高等学校授業料無償化制度の改善に伴い、更なる工夫を加

えていく。 

学校生活の楽しさや生徒の活躍をアピールし話題を提供するチラシ等、直接生徒に

届く形のものを企画するとともに、ホームページでの掲載、SNS での発信を強化した。 

令和 4 年度より、中・高ともイベント情報の発信や参加申し込みに LINE 公式アカウン

トを導入・5 年度より Instagram 公式アカウントでの発信を開始した。参加者増の効果
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が見られた。 

令和 7 年度 チラシ・リーフレット 中学関係 30,000 部 高校関係 140,000 部 作成 

重点広報 90th チャレンジ（コース設定、制服改定、学費支援拡充、入試軽減） 

キ. 小・中学生対象のイベント運動クラブ合同練習及び公式大会会場提供（中学生対象）  

対小学生 サッカー講習会 週２回 

対中学生 合同練習会 ダンス、女子卓球、男子卓球、女子バレー、男子バスケ、 

女子バスケ、サッカー、陸上競技、ボクシング、バトン、吹奏楽、放送、 

美術       

(2) 国際教育部 帰国生徒および外国人に対する国際入試の実施(R7 入試より廃止) 

※令和 7 年度在籍   高校１年 0 名・高校２年 1 名・高校３年 0 名 

 

４． 進路指導について 

個人の希望進路に応じて、的確な進路指導を行なうため、早期からの進路に対する講演会、

ガイダンスを行う。各進路先に応じての指導、面接指導、小論文指導や模試対策授業の実施、

及び個人面接の実施。 

(1) 進路について考えさせる指導 

ア. 個人面談実施（昼休み・放課後） 

イ. キャリアガイダンス １・２年：学期に 1 回  ３年：１学期に１回実施 

ウ. 保護者進路ガイダンス ５月実施 

エ. 特進コース２年対象保護者進路ガイダンス：３月実施 

(2) 進学指導 

ア. 模擬試験の分析会実施 

イ. 進学ガイダンス及び大学・短大資料配布会実施 

ウ. 教員向けの進路ガイダンス（１学期：高校３年 ２・３学期：高校１・２年） 

(3) 就職指導 

ア. 就職ガイダンス（ハローワーク西宮・尼崎） 

イ. 進路希望者個別面談 

ウ. 職場見学会 

 

５． 学園連携に関する事業 

芦屋大学の教育内容を深く理解し、進路指導に繋げる。 

(1) 芦屋大学による出前授業（幼児教育のためのピアノ実習） 

体験授業（高校２年） 月実施 

(2) 説明会の実施 

ア. 生徒及び保護者対象 進路ガイダンス・体験授業 

イ. 教員対象 進路説明会 

ウ. 高大連携授業計画  
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６． その他 

(1) 特別委員会 

すべての生徒が安心して学校生活を送れるよう個々の事例に合わせ対応できる体制を整

える。 

ア. 特別支援教育活動 

(ア) 特別支援教育委員会とコース主任との連絡会 

(イ) 教職員研修会実施（年２回実施） 

(ウ) 芦屋大学の小石先生による生徒診断を実施し、中学教員と連係 

イ. 不登校生徒および相談室対応について 

(ア) コース主任・担任と相談室との連携 

(イ) カウンセリング活動の充実（毎週火・木曜日：カウンセラー曽谷先生来校） 

(ウ) 保健室との連携 

ウ. いじめ防止対策委員会 

(ア) 年間指導計画立案 

(イ) 教職員研修会実施 

(ウ) 学期ごとにアンケート調査実施（生徒指導部との連携） 

(2) 生徒が実施している独自の行事 

学校行事、クラブ活動、生徒会活動以外にも地域の各団体とも協働し、生徒が活躍でき

る場を幅広く確保する。 

ア. クラブ活動の充実 

(ア) クラブ活動の活性化を目指す 

(イ) クラブ合宿実施（8 月実施） 

(ウ) 新入生のクラブ加入率を上げるためのオリエンテーション実施 

イ. 学校行事について 

(ア) 生徒会活動の活性化 

各専門委員会の活動 

生徒会新聞作成 

(イ) 体育大会、学園祭等の学校行事計画立案（生徒会中心） 

ウ. 特別活動の推進について 

(ア) クラブ・ユース・フォーラム（国際ソロプチミスト神戸東主催）対象：高校生 

５月上旬実施 

(イ) 健全育成への取り組み（芸術鑑賞会・講演会・全校集会等） 

エ. ボランティア活動への参加について 

(ア) 老人ホーム甲寿園訪問（R７年度 6 月実施）ソロプチミスト神戸東との連携 

(イ) 赤い羽根共同募金運動（１１月）芦屋市共同募金委員会へ協力 
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Ⅴ 芦屋学園中学校 

１． 教育課程に関する事業 

「考える力」「書く力」を中心とする基礎学力向上と、様々な体験を通し人間力向上を目標と

する魅力ある教育活動を行う。 

(1) 学力向上 

ア. 習熟度別授業（英語・数学・国語）  

イ. ICT 授業の推進（数学） 

ウ. 数学・英語・国語基礎学力補充（生徒の理解に応じて随時実施） 

エ. 休暇中の学力向上授業（指名） 

オ. 各種検定試験受験（英語検定・漢字検定のフォローアップ） 

カ. 作文指導  

・中学２年 人権に関する作文 

・中学３年 税に関する作文 

キ. 芦屋大学との連携授業 

・英語発展レベル 

ク. ネイティブ教員による英語指導―英会話力の向上、国際的視野の育成 

(2) 体験学習 

ア. 行事および研修 

(ア) 日本文化体験学習（華道・茶道） 

(イ) 中学 1・2 年イングリッシュス・サマー・クール（７月） 

(ウ) 合唱コンクール（10 月） 

イ. 宿泊学習 

1 年 ハチ高原 テーマ オリエンテーション・集団行動 （４月） 

2 年 京都方面 テーマ 歴史・史跡等の考察 （４月） 

3 年 北九州方面 テーマ 平和学習・民泊（４月） 

 

２． 研修の充実と活性化に関する事業 

教職員は、生徒・保護者の学校評価と自己評価の結果を踏まえ、自己の見直しと指導力向

上に取り組む。生徒に対しては、人間的成長を促すことを目的として研修・講演会等を行う。 

(1) 教職員関係 

ア. 学校評価の推進について 

(ア) 生徒及び保護者による評価（１月） 

授業の確立・進路指導・学校行事等の確認と検討 

(イ) 教職員による自己評価（２月） 

授業の確立の確認と検討（教職員研修会実施） 

(2) 生徒関係 

ア. 生活および情操に関する研修・講演 

(ア) 芸術鑑賞会（5 月） 

(イ) 兵庫県の芸術体験事業、演劇体験鑑賞事業に参加（６月） 
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３． 生徒募集に関する事業 

芦屋学園高等学校に同じ 

 

４． 進路指導について 

内部進学に向けての進路指導と学力補充を行う。 

(1) 内部進学説明会 

全体説明会実施（中学３年 6 月） 
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Ⅵ 芦屋大学附属幼稚園 

１．特色と重点事業 

(1) 保育内容への取り組みについて 

ア. 感染症対策はこれまで通り強化したが、インフルエンザの流行により、１１月に年中２ク

ラスの学年閉鎖を実施した。そのため、作品展の開催を延期した。しかし、学年閉鎖を

実施したことにより、その後は流行の拡大も無く、日々の保育を順調に行うことができ

た。また、それまで以上に保育室の消毒を徹底することにより、その他の感染症の流

行は無く、保育を順調に進めることができた。 

イ. 行事は、作品展が延期になったが、運動会・生活発表会など、行事全般において保

護者の反応は良く、実施後のアンケートによる保護者の満足度も高かった。年長組の

宿泊保育も、昨年同様に実施した。子ども達の安全を第一に考えながら、体験学習が

十分できるように内容を検証し、実施した。 

ウ. 課外授業に関しては、これまで通り、体操教室・バレエ教室・ロボットプログラミングを

実施した。各講師の信頼も厚く、保護者からの評判も良好である。 

以前より、新規の教室の導入を考えているが、今年度も導入を進めることができなかっ 

た。 

エ. 今年度も、教員の補充が出来ず、2 名担任制をとることができなかった。昨年同様に各

クラス 2 名体制とし、1 名は常勤で主担、補助として非常勤（時間に制限有り）の教員

をあて、加配が必要なクラスにはそれぞれ非常勤の教員を配置した。年長組は 2 クラ

ス、年中組も２クラス、年少組は１クラス体制となった。相変わらず常勤教員の仕事量

の負担は多かったが、日々の保育内容や行事の内容を変更することなく保育を遂行

した。そのため、常勤教員の負担を少しでも軽減するために、管理職が保育補助やバ

スの添乗を行う状況が続いた。また、そのような状況の中で、年中組の教員が体調不

良のため長期休暇に入り、管理職が担任業務するなど困難を極めた。教員募集を継

続したが、担任ができる人員を確保することは叶わなかった。 

   教員間の情報共有はしっかり行い、園運営が円滑に進むように体制を整えた。 

オ. 教員研修は、人手不足の影響で予定通りには進めることができなかったが、研修後は、

研修報告を提出し、職員会議で研修内容を共有した。また、人権擁護の観点からセ

ルフチェックを実施し、自らの保育を振り返ることで、不適切な保育が起こらないよう細

心の注意を払って取り組んだ。 

年度末には自己評価を実施し、その結果を集計して全体の傾向を把握したうえで、職

員会議にて振り返りを行い、次年度に向けた各職員の目標も提出してもらった。 

     カ．行事ごとに保護者アンケートを実施し、統計を出した上で、職員会議で行事をこれま 

で同様に開催するか否かを検討した。運動会・作品展・生活発表会に関しては、保護 

          者の感想も良く変更すべきところは無いが、普段の保育を見たいという意見が多いた 

        め、職員会議で協議の結果、次年度から作品展と同時開催で参観日を 1 週間設ける

ことを決定した。   

(2) 保護者の方々の子育て・保護者支援について 

前年度同様、親子学級を年間 7 回実施した。大学教員による講演会や親子体操、給食

試食会などを通じて、保護者と園児の交流を深める機会を提供した。最終回では、お母
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さんコーラスの練習を行い、今年度は卒園式で歌を披露していただいた。練習に参加で

きなかった保護者の方々も当日は参加していただき、子ども達に良い想い出を残して下さ

った。様々な活動によって、園と保護者、保護者同士、さらには子どもたちとの結びつきを

強化することができた。保護者からの評価や満足度も高く、良好な成果を得られた。 

(3) ナーサリー保育・満 3 歳児保育について 

ナーサリークラスや満 3 歳児クラスの保護者からの保育に対する満足度は高く、前年度同

様に良好な評価を得ることができた。満 3 歳児クラスの子どもは最終的に 21 名となり、全

員そのまま年少クラスに進級した。 

(4) 預かり保育について 

令和７年度の預かり保育の利用者数は、昨年度と比較してやや減少傾向である。全園児

数が減っていることや、塾や習い事に行く子どもが増加していることも原因の一つであると

考えられる。 

夏休み期間中は、子どもたちが充実した時間を過ごせるように計画し、ある程度は人数も

確保できた。猛暑の影響で屋外遊びの機会が限られたため、室内遊びを工夫し、楽しめ

る環境を整えた。今年度も、西宮市大谷美術館や芦屋市立図書館での体験、園内では

和太鼓やフラダンス、カプラの講師に来ていただき、様々な経験をした。また、芦屋大学ダ

ンス部の方々との交流も行った。 

(5) 芦屋大学 臨床教育学部 児童教育学科との連携 

同学科の学生が、定期的に保育中のクラスに入り保育の様子を観察する観察実習の受

け入れを行った。この交流を通じて、学生アルバイトを 2 名採用した。 

 

２．園児募集に関する事業 

令和７年度園児状況については、下表のとおりである。 

以下の取り組みを行ったが、少子化の影響や、幼児教室や小規模園などに向けての広報が

できなかったため、新入園児は減少した。 

 

令和 8 年度入園の出願数など 

  満 3 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

願書提出数 ６ 7 １ 0 

合格者数 6 ７ 1 0 

辞退者数 １ 0 0 0 

不合格者数 0 0 0 0 

 

  令和 7 年度在園児数（令和 8 年 3 月 1 日現在） 

満 3 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 総合計 

21 25 43 38 １３３ 

 

(ア) 芦屋市が出版している『子育てサポートブックワクワク子育て』の令和 7 度版に、昨年に引

き続き広告を出した。 

(イ) 口コミによる広報の活用 
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ア． ひよこルームの継続。（未就園児の親子対象） 

イ． ナーサリー保育と満 3 歳時保育の充実と、預かり保育の充実 

 

３．学園連携に関する事業 

(1) 健康管理センターとの連携 

ア. 感染症拡大防止に関する保育環境への取り組みについて連携し、取り組んだ。 

イ. 健康管理センターのアドバイスを受け、保健だよりを作成し、健康に関する情報を保護

者に配信した。 

ウ. 熱中症や嘔吐処理などの研修を行った。 

(2) 学園総務との連携 

各種業務における、相談・連絡・協議を行った。 

 

４．その他 

(1) 教職員全体の情報共有 

また、定期的に職員会議を開き、保護者や子どもの様子などを共有し、日々の保育の内

容や行事の内容を細かく話し合うことができたため、全体の保育が円滑に進んだ。 

また、「報・連・相」を強化することで、情報共有を密に行った。 

(2) 教員の確保 

今年度は、非常勤教員の数名の退職、常勤教員の長期休業などが重なり、人手不足を

解消できなかった。 

次年度に向けて、ハローワークなどへの求人、ホームページでの求人などを継続した。 

兵庫県私立幼稚園協会主催の就職フェアと兵庫県の合同就職フェアに参加した結果、 

次年度の新人教員を 2 名、確保することができた。引き続き、良い人材が見つかるように 

募集を継続する。 

(3) 園児数確保について 

新入園児が減少した大きな原因は少子化であるが、他にも原因があると考えられる。 

原因を究明し、園児募集の手だてを考えることが急務である。 

令和 8 年 4 月から始まる「こども誰でも通園制度」に参画するが、少しでも園児確保に 

繋がるように努力する。 

以上 

 


